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老人保健施設利用者及び家庭介護者の状況と

施設の役割の検討
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A survey of handicapped seniors,their family careglVerS

and the role of a geriatric health care center

The purpose of this study is to survey (1) the change ofpatients'ADL and (2) the prob-

lems of family members who care for handicapped seniors. [Methods】 Subjects were 124 pa-

tients : 54males (mean age : 79.0,SD6.7) and70females (mean age : 79.I,SD6.i). The

items surveyed included changes in the independence of patients'ADLineating, toiletting.

walking, getting up ; the Barthel Index upon admission and discharge ; the frequency of usage

of the care center; the number of family members living with the patients; their main

caregivers and their reasons for admission. 【Results】 (1) 60-70% of patients were improved or

maintained their ADL level upon discharge in comparison with their admission scores. (2) 80%

of patients have livedwith two or more family members. (3) 600/. of the main caregivers were

daughters-in-law, and 20% were wives. Half of these daughters-in-law had jobs, while the wives

were older aged. (4) 60-700/o of patients returned to their homes. (5) The main reasons for ad-

mission were due to lack of caregiver support. These results suggest that it is difficult for fam-

ily members alone to care for the aged handicapped. Therefore, geriatric health care centers

can be used to decrease the burden of the carers for the aged handicapped.
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はじめに

人口の高齢化や疾病構造の変化は病弱老人

の増加をきたし,入院患者における老人の割

合が増加してきている.また,人口の都市集

中や核家族化により家庭介護力の低下が進行

して,高齢者の医療機関への長期入院が問題

とされ,次のような機能を期待されて,老人

保健施設(以下老健施設と略す)が1987年に

創設された.その機能とは,病弱老人に対し

医療機関から家庭への復帰を援助する機能

と,在宅療養中の病弱老人とその家族の介護

を支援する在宅介護支援機能である.

長野県M市南部に,病院併設型のK老健

施設(入所者数50床)が1990年4月に開設さ

れた. K老健施設では,開設時より,家庭で

生活する為の基本的な日常生活動作(以下

ADLと略す)の向上を目的として,機能訓

練を積極的に実施している.また,一日の生

活プログラムも,この日的を果たすよう計画

し,実施されている.開設2年後に実施した

調査1)から,食事および排壮動作の入所時･

退所時比較では9割は改善維持されているこ

とと, ADL改善が必ずしも家庭復帰につな

がらない結果を得た.

今回は,次の二つの事柄について知ること

を目的とした.一つの目的は入所時と退所時

のADL変化の有無を知ることである.二つ

めの目的は,介護者の高齢化や同居率の低

下,家族関係の変化など,既に報告されてい

る家庭介護における問題状況2)･3),4)･5),6)が,

この施設を利用する家族にも該当するか否か

を知ることである.

対象と方法

調査対象は1991年4月1日から1994年7月

31日の期間における, K老優施設の入所利用

者である.総数は124名で,男54名(平均年

齢79.0±6.7才),女70名(平均年齢79.1±

6.1才)であり,年齢の範囲は65-97才であ

る.

対象者の入所時の主たる基礎疾患は約80%

が脳血管障害で,残りの20%は骨折,変形性

関節症,パーキンソン病等である.尚,この

期間の入所者のうち, ADLの維持及び改善

の為の援助の必要性があるも,重度痴呆で指

導出来ない者は対.象から除外してある.

調査項目は(1)入所時と退所時のADL

機能レベルの比較, (2)施設の利用頻度(長

期入所･短期入所;ここでは14日以内を短期

入所とする) , (3)退所先, (4)同居者数,

(5)主たる介護者, (6)入所理由を調査

した.尚, (2)の利用頻度における長期入

所は基本的には3ケ月であるが,目標とする

ADL機能獲得の為や退所先の受け入れ準備

待ち等の理由で3ケ月以上入所の者もいた.

調査したADL項目はイ)食事動作,ロ)

排壮動作,ハ)起きあがり動作,こ)移動動

作,ホ) Barthellndexである.イ)-ハ)の

評価基準は自立,部分介助,全介助の3段階

とした.食事動作は30分程度で2′ 3以上自

力摂取可能な者を自立,常時監視ないし介助

を必要とする者を全介助,それ以外を部分介

助とした.排壮動作と起きあがり動作は全動

作を独力で可能な者を自立,全動作に介助な

いし監視を必要とする者を全介助(排継はオ

ムツ使用者は全介助),それ以外を部分介助

とした.移動動作は自立歩行,監視歩行,車

椅子自立,車椅子部分介助,車椅子全介助に

分類した.移動動作として, Barthel Index

の歩行の評価基準を参考にして,自立歩行は

45m以上の歩行可能者(車椅子,歩行器を

除く補装具使用も可),監視歩行は45m以上

の監視歩行可能者(歩行器の使用も可),車
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表1　利用頻度(入所回数)

(単位:人)

利用頻度　　　　長期のみ　　　長期&短期　　　短期のみ　　　　　合計

1回　　　　　　　57　　　　　　　0　　　　　　　　2　　　　　59 ( 48%)

2回　　　　　　　22　　　　　　　8　　　　　　　1　　　　　31 ( 25%)

3回以上　　　　　　7　　　　　　　26　　　　　　　1　　　　　34 ( 27%)

計　　　　　　　86　　　　　　　34　　　　　　　4　　　　124 (100%)

椅子自立は車椅子で45m以上自力移動可能

な者,車椅子部分介助は操作に口頭指示や一

部介助を必要とする者,車椅子全介助は操作

に全介助を要する者とした.

Barthel lndex7)は0 -100点で評価する

が,ここでは結果を5段階に分類し, 100点

を自立, 65-95点を軽度介助, 45-60点を中

等度介助, 25-40点を重度介助, 0 -20点を

全介助として比較した.尚, Barthel lndex

指数は5点きざみの点数のため,例えば, 20

点のつぎの数値は25点となるので,このよう

な数値分類とした.また, 2回以上の利用者

の入所時と退所時のADL比較は,初回入所

時と最終回退所時の機能について比較した.

退所先調査については入所前の生活場所も調

査した.尚, 2回以上利用者の退所先は最終

回について調べた.

ADLの評価は作業療法士と理学療法士が

行い,その他の調査項目は家族との面接によ

り情報収集した.

結果

1.利用(入所)頻度及び年齢構成

利用回数と短期および長期入所のいずれを

おもに利用しているかを調べた結果は, 1回

利用は59人(48%), 2回利用は31人(25%),

3回以上の利用は34人(27%)であった.ど

の利用頻度とも長期または長期と短期併用の

利用が多く,短期のみ利用は計4人と少数で

あった(表1).長期または短期入所の選択

は利用者や家族が行っていることから,ほと

んどの利用者･家族が長期入所を望む結果と

考えられる.

年齢構成をみると(表2), 70代が61人

(49%), 80代が48人(39%)で,約90%の

利用者がこれらの年代であった.いずれの利

用頻度にても70-80代が8 - 9割を占めてい

た.

また,調査期間中の死亡総数は27人

(22%)で,いずれも退所後の死亡である.

死亡者の年齢の範囲は71-95才(平均年齢

80.9±5.9才)であった.

2.入所時と退所時のADLの比較

(1)食事動作

食事動作は入所時に自立していた者は112

人,部分介助の者8人,全介助の者4人で

あった｡退所時は自立105人,部分介助8人,

全介助11人であった.入所時と退所時の比較

では(表3),改善は,全介助から自立へと

変化した1人(1%)で,自立･部分介助維

持は110人(89%)であった.低下は10人

(8%)で,変化内容は自立から部分または

全介助と,部分介助から全介助への変化で

あった.即ち,ほぼ9割は改善･維持されて

いる結果であった.

(2)排他動作

排壮動作で入所時に自立していた者は54
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人,部分介助の者22人,全介助の者48人で

あった.　退所時の自立は55人,部分介助23

人,全介助46人であった.

入所時と退所時の比較では(表3),改善

22人(18%)で,その変化内容は部分介助や

全介助から自立と,全介助から部分介助への

変化であった.自立･部分介助維持は51人

(41%),全介助のまま36人(29%)であっ

た.低下は15人(12%)で,変化内容は自立

から部分または全介助,部分介助から全介助

への変化であった.即ち, 6割は自立または

維持されているが, 4割は全介助のままか低

下の結果であった.

(3)起き上がり動作

起き上がり動作は入所時に自立していた者

91人,部分介助の者22人,全介助の者11人で

あった.退所時は自立93人,部分介助17人,

全介助14人であった.

入所時と退所時の比較では(表3),改善

13人(11%)で,変化内容は部分介助や全介

表2　　利用頻度と年齢構成

(単位:人)

頻度 ��ｲ�65-69才 都�ﾓs俐ｲ�80-89才 涛�ﾓ度ﾜｲ�小計 佗b�

1回 况��1 ��2�12 ���27 鉄��

女 ���16 ��2�3 �3"�

2回 况��1 澱�4 �"�13 �3��

女 �2�10 迭�0 ����

3回 �&｢�2 澱�5 ���14 �3B�

女 ���10 湯�0 �#��

小計 况��4 �#R�21 釘�54 ��#B�

女 釘�36 �#r�3 都��

計 ��8 田��48 途�124 ��#B�

表3　入所時と退所時のADL変化

(単位:人)

変化内容 ��磯i:鞐ﾂ�僭)�ﾉ:鞐ﾂ�亢�*ｸ�8*ｨ.��
小計 ��小計 ��小計 

改善 兀IZｨ櫁�ﾘ齷zr��8櫁�ﾘ齷zr��8櫁�自YIZｨ櫁��0 1 0 ����R��10 3 9 �#"��３��9 3 1 ��2���R��

維持 俾凛r�YIZｨ櫁��104 6 ����ャ坦��42 9 鉄�イ�R��81 ll 涛"ピBR��

全介助 �2�3(2%) �3b�36(29%) 途�7(6%) 

低下 俾凛x自YIZｨ櫁��齷zrﾙ�8櫁��YIZｨ櫁�ﾙ�8櫁��2 6 2 ���モR��5 7 3 ��R��"R��5 5 2 ��"���R��

124 (100%) 124 (100%) 124 (100%)
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表4　歩行者の入所時と退所時の変化

変化内容 ��ﾉ�B�小計 

改善 豫H雋ﾘ齷zr�3 �2ッR��

維持 俾凛rﾘ齷zr�18 �#rゴRR��
監視-.監視 湯�

低下 俾凛rﾘ�握H雋�5 ��茶3坦��ﾂ�

自立-W/C自立 ���

自立-W/C部分介助 �"�

自立-→W/C全介助 釘�

監視-W/C自立 迭�

監視-W/C部分介助 �"�

49 (100%)

助から自立と,全介助から部分介助への変化

であった.自立･部分介助維持は92人

(74%)であった.　低下は12人(10%)で,

変化内容は自立から部分または全介助と,那

分介助から全介助への変化であった.即

ち, 85%は改善･維持されていた.

(4)移動動作

補装具使用も含めて,入所時に歩行できた

者は49人で,そのうち,自立歩行30人,監視

レベル歩行19人であった.退所時は自立歩行

21人,監視レベル歩行14人,車椅子使用14人

であった.

入所時と退所時の移動能力の比較(表4)

では改善3人(6%),維持27人(55%),低

下19人(39%)であった.変化内容をみる

と,改善は監視レベルから自立,低下は自立

歩行から監視レベル歩行や車椅子使用と,監

視レベル歩行から車椅子使用への変化であっ

た.改善･維持が60%,低下が40%であっ

た.

入所時の車椅子使用者は75人であった.入

所時と退所時の機能を比較すると(表5),

改善は23人(31%)で,変化内容は車椅子自

立および全介助から自立･監視歩行になった

者が3人,部分介助又は全介助から車椅子自

立になった者が17人,全介助から車椅子部分

表5　車椅子者の入所時と退所時の変化

変化内容 ��ﾉ�B�小計 

改善 瓶�8齷zrﾙ^�ﾗ8齷zr�1 �#2�3�R��

W/C自立一歩行監視 ���

W/C部分介助-W/C自立 湯�

W/C全介助-W/C自立 唐�

W/C全介助-W/C部分介助 �2�

W/C全介助-歩行自立 ���

維持 瓶�8齷zrﾕr�8齷zr�23 �3"イ2R��W/C部分介助-W/C部分介助 湯�

W/C全介助-W/C全介助 ��b�16(21%) 

低下 瓶�8齷zrﾕr�9�8櫁��1 釘コR��
W/C部分介助-W/C全介助 �2�

介助となった者が3人であった.車椅子自立

または部分介助での維持は32人(43%)で

あった.車椅子全介助のままが16人(21%)

いた.低下は4人(5%)で,変化内容は車

椅子自立または部分介助から車椅子全介助に

なった.即ち,改善･維持は70%,低下は

5%と,歩行に比べ低下の割合が少ない結果

であった.

( 5 ) Barthellndex

入所時は自立が7人(6%),軽度介助が

47人(38%)と,約4割が自立および軽度介

助であり, 6割は中等度･重度･全介助で

あった.退所時は自立3人(2%),軽度介

助45人(36%)で,自立および軽度介助の割

合は約4割であるが,入所時に比較して,自

立･軽度介助･全介助が減少し,中等度およ

び重度介助が増加傾向にある(図1).

入所時と退所時の比較では,改善24人

(19%),維持59人(47.5%)と,改善およ

び維持が約7割であった.全介助のままは18

人(14.5%),低下23人(19%)であった.

低下した人のうちの半数11人は骨折や再発作

を起こしている.

食事,排准,起き上がり,移動動作および
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全介助重度介助中等度介助軽度介助自立

図1　BartheHndexの入所時,退所時比較

Barthel lndexにおける改善･維持は6割以

上という結果であった.利用頻度とADL変

化との関係はいずれの調査項目についても,

改善･維持,低下とも利用頻度間で差がない

結果であった.

3.同居家族数

3人暮しまたはそれ以上の同居,つまり2

人以上の同居が95人(77%)と最も多く,い

ずれの利用頻度においても2人以上同居者が

7-8割であった.そして多くの利用者が長

男夫婦と孫との同居であった.二人暮し18人

(15%)中15人は男であった. 16人が配偶者

との二人暮しで, 2人(女)は息子との同居

であった.一人暮しは10人(8%)で,最も

少なく,いずれの利用頻度についても1割以

下であった(表6).その他(精神病による

長期間病院入院からの直接入所)が1人で

あった.

二人暮しと2人以上の同居のうち,男38

人,女18人の計56人は有配偶者であった.有

配偶者の約7割は男であった.　有配偶者の

年齢構成は70-79才は31人, 80-89才は16人

で, 70-89才が8割を占めていた(表7).

4.主たる介護者

二人暮しおよび2人以上同居･における主た

る介護者は,嫁が最も多く(67人, 59%),

次いで妻(25人, 22%),娘(11人, 10%)

の順であった(表8).即ち, 9割は女性が

主たる介護者となっている.尚,主たる介護

者である嫁67人中の半数は有職者であった.

また,二人暮しでは,妻が主たる介護者であ

る者が12人(67%)で最も多い.二人暮し18

人中, 15人が男であり, 15人とも妻との二人

暮しで,そのうち, 3人を除く12人は妻が主

表6　同居家族数と利用頻度

(単位:人)

利用頻度 �ｩ�ﾉ^�+R�二人暮し �)�ﾈ決�9:���その他 佗b�

1回 澱胃�"��10(輿:9) 鼎"胃��R��1(罪:1) 鉄忠&｣｣#r��

(女:4.) 宙�｣���(衣:27) �(女:32) 

2回 ���&｣ｦ��4(輿:4) �#b胃�鋳�0 �3��&｣｣�2��

(女:1) 宙�ｦ��(衣:17) �(女:18) 

3回以上 �2胃�"��4(男:2) �#r胃�����0 �3B�&｣｣�B��

(女:1) 宙�｣"��(衣:17) �(女:20) 

計 ���胃�B竰�18(輿:15) 涛R胃�3B��1(男:1) ��#B益�｣SB��
(女:6) 宙�｣2��(女:61) �(衣:70) 

有配偶者: 16 有配偶者:40
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表7　有配偶者の年齢構成

(単位:人)

65-69才 都�ﾓs俐ｲ�80-89才 涛�ﾓ祷ﾜｲ�計 

罪 釘�21 ��"�1 �3��

女 釘�10 釘�0 ����

計 唐�31 ��b�1 鉄b�

表8　主たる介護者

(単位:人)

秦 ��"�13 �#R�#"R��

夫 ���2 �"�"R��

嫁 ���66 田rゴ坦��

娘 �"�9 免ﾂ���R��

息子 �"�0 �"�"R��

その他 ���5 澱コR��

に介護をしている.妾が主たる介護者である

総数25人の妻の年齢構成は60代8人, 70代17

人, 80代0人で, 7割は70代である.即ち,

高齢の妻が介護をしている結果である.

5.入所理由

入所の理由は,介護困難(一人暮し,介護

者が病気,農業や自営業で多忙等)が190人

(69%)と最も多かった.リハビリ目的は45

人(16%)であり,介護疲れ,家屋改築,そ

表9　入所理由

(複数回答)

理由 ��ﾉ�B�割合 

介護困雛 �����69% 

リハビリ 鼎R�16% 

介護疲れ �#��11% 

家屋改築 唐�3% 

その他 �2�1% 

計 �#sR�100% 

の他の入所理由が40人(15%)であった(衣

9).即ち,入所理由の多くは介護困柾によ

るものであった.

6.退所先

退所先は76人(61%)が家庭復帰で,その

他は病院21人(17%),特養･老健施設27人

(22%)であった(表10).家庭復帰者と利

用頻度については(衣ll), 1回利用32人

(54%), 2回利用18人(58%), 3回以上26

人(76%)が家庭復帰している.そのうち,

家庭より入所し家庭復帰した者は,それぞれ

23人(39%), 16人(52%), 24人(71%)で

あった.即ち3回以上利用者に家庭より入所

し家庭復帰する人が多かった.また,家庭復

帰者のうちの28人(58%)は退所時のBarthel

lndex65点以上,即ち軽度介助か自立の者で

あった.特養･老健施設と病院への退所者の

うち,退所時のBarthel lndex65点以上はそ

れぞれ17人(35%), 3人(6%)であった.

また,自立か80点以上の人で,一人暮し以外

に, 2人以上同居者にも将養･老健施設-の

退所となった人がいた.

表10　退所先

退所先 ��ﾉ�B�

家庭復帰 都bツ�R��

病院 �#���rR��

特養､老健 �#r�#"R��

計 ��#B����R��

表11利用頻度と家庭復帰者

(単位:人)

頻度 �i.ｹYﾈｴ��"�家庭人退所 

1回 �3"ゴBR��23(39%) 

2回 ��ｃS３��16(52%) 

3回以上 �#bピbR��24(71%) 

計 都b�63 
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考察

1.入所時と退所時のADLの比較

入所時と退所時のADLの比較結果では,

改善･維持については,食事動作9割,起き

上がり8割強,排椎,移動, Barthel Index

6-7割であった.

最低6-7割はこれらのADLで改善･維

持されていることと,改善の中に,車椅子自

立や全介助から自立･監視歩行となった者は

3人,車椅子部分介助や全介助から車椅子自

立となった者17人,排推動作で自立した者が

13人いたことは, K施設での生活全体が改善

維持に何らかは寄与していると考えられる.

加齢とともに身体機能は低下傾向となる8)

が,一方で,高齢でも筋力改善効果が認めら

れることも報告されている9). K施設では,

離床を中心とした生活リハビリを行い,一日

の生活は3回の食事, 2回のお茶およびレク

レーション行事や体操などで居室からホール

まで移動する回数が多く,自宅での生活に比

較し,起きる回数や移動距離は多い.ちなみ

に,居室からホールまでの距離は約20-40

mある.また,一般に老人はトイレに行く

回数が多いことも関連し,さらに個別に

ADL改善･維持のための指導,訓練時間も

あり,これらの要因により身体を動かす機会

が多くあることが改善･維持につながったと

考える.しかし, K施設の入所が機能の改

善･維持に役立っていることを明確にする為

には,老健施設を利用せず自宅生活をしてい

る対象との比較が必要である.

低下では食事,排継,起き上がり, Barthel

lndexは1 -2割であったが,歩行は4割と

高値であった.全介助のまま維持は排椎3

割,車椅子2割, Barthel Index 1割強の結

果であった.歩行で低下率が高値となった原

因は,ほとんどの利用者が多発性脳梗塞や脳

梗塞後遺症であり,骨折や再発作が誘因と

なっているものが多い.低下者の中に死亡者

が5人いることも考慮する必要がある.死亡

者27人(約2割)のBarthel lndexの結果は

入退所時とも,多くは全介助または重度介助

であることを示している.即ち,低下や全介

助のままの多くは,このような人達であり,

再発しやすく,全身状態が悪くて,機能改善

にもっていきにくいことを示唆している.こ

のような村象者個人の要因以外に, K施設の

生活様式･環境･職員動態･介護力等も低下

に何らかの影響を及ぼしている可能性が考え

られる.

ADL維持改善の指導を行うも,機能低下

となった人もいることは,離床を中心とする

生活リハビリを行ってもレベル低下を防ぐの

に限界があり,このような対象者についての

対応方法を検討する必要のあることを示唆し

ている.また骨折の主因である転倒防止が施

設内及び家庭内での課題である.

2.家庭復帰と介護者の問題について

同居家族数は8割が2人以上同居で,一人

暮しは1割弱の結果であった.また, Barthel

lndexで軽度介助や自立の一人暮しの人が特

着や老健施設へ退所している結果は,一人暮

しの病弱老人が老健施設を利用しながら自宅

生活を継続することの困牲さを示唆してい

る.

退所先は全体では6割が家庭復帰し, 3回

以上利用の7割は家から入所し,家へ退所し

ている.利用頻度の高い人に,老健施設を利

用しながら家庭で生活している人が多い.こ

の結果と,入所理由の7割は介護困杜を挙げ

ていることから,家族のみで介護することの

困難さが推測され,家族の介護負担軽減の役
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割をK老健施設が果たしていると言える.

また, 2人以上同居者の中に, ADLは自

立または軽度介助レベルでありながら,特巷

や老健施設へ退所した人々がいた.その理由

としては,これらの人々の中に,発病や病

弱･高齢化等を契機に,別居生活から,子供

の家族との同居に至った人が少なからずいる

ことから,家屋の問題や同居家族との人間関

係等が要因として考えられる.それまで生活

していた場所への復帰を援助する為には,

ADL機能の改善のみでなく,このような要

因も考慮して,利用者および家族-の在宅支

援サービスの情報提供や入所初期より家庭復

帰へ向けての家族との密接な情報交換等につ

いて検討する必要がある.また,在宅支援

サービス内容の充実も他方で検討する必要が

あると考える.

主たる介護者は6割が嫁, 2割が妻, 1割

は娘で, 9割は女性が介護者という結果で

あった.これは,嫁や妻など女性がほとんど

介護者となっているという報告4)･5),6)と同様

の結果である.また,介護する嫁のうちの半

数は職業についている結果も,他の報

告4)･5)･6)に類似することである.有配偶者の

年齢は70, 80代が8割であることや,二人暮

らしの7割は妾が介護者で,高齢の妻が介護

をしている結果であった.介護者の高齢化の

問題が報告4)･5)･6)されているが,類似の結果

と言える.

入所理由も家庭介護の困柾さを反映した結

果と言える.入所理由は介護困杜が最も多

く,リハビリ目的は1割強の結果であり,機

能改善･維持よりも,介護負担軽減の役割を

老健施設に求めていると考えられる.

まとめ

入退所時のADL変化の有無と家庭介護に

おける問題を知ることを目的に, ADL (食

事･起き上がり･排壮･移動･Barthel ln-

dex),施設利用頻度,同居者数,主たる介

護者,入所理由,退所先等について調査し

た.

入退所時のADL比較で, 6-7割は改

善･維持されている結果を得た.家族構成

は,約8割は2人以上の同居者であった.主

たる介護者は嫁6割,妻2割で,嫁の半数は

有職者であり,妾は高齢者であった.退所先

は6 - 7割の利用者が家庭復帰していた.入

所理由の多くは介護困難によるもので,家族

のみによる介護の困難さが推測される結果で

あった. K老優施設は主に介護負担の軽減の

役割を求めて利用されていた.

(この論文の一部は　Confederation For

Physical Therapy 12 th International Con-

gress, 1995年に発表した｡)

文献

1)勝野さとみ,岩崎富子:入所時と退所時

のADL変化からみた老人保健施設の役割,

作業療法;12, (特別号,第27回日本作業療

法学会誌), 248, 1993.

2)厚生省;昭和61年版　厚生白書, 1986.

3)厚生省;国民生活基礎調査, 1992.

4)厚生省;平成7年度版　厚生自書, 1995.

5)厚生省;平成8年度版　厚生自書, 1996.

6)厚生省;平成9年度版　厚生自書, 1997.

7) Mahoney FI. Barthel DW;Functional

evaluation:The Barthel index. Md Med

State ∫ 14 : 61-65, 1966.

8)太田邦夫,他;老化指標データブック,

朝倉書店, 1988.

9 ) Moritani T et al ; Potential for gross mus-

cle hypertrophy in older men. ∫ Geronto1 35 :

6721682. 1980.



116

10) Katsuno S, Iwasak T ; Role of a geriatric

health care center for functional improve-

ment, WFOT ll th world congress summa-

ries. 3 : 4471449, 1994.

ll) Iwasaki T, Kastuno S ; Role of a geriatric

health care center and problems of family

membel･S Who care for handicaped seniors.

Worlds Confederation For Physical Therapy

12 th International Congress, 661, 1995.

12)鶴田純一;老人保健施設利用者の追跡調

査,日本老年医学会雑誌, 30, 204-207,

1993.

13)矢内伸夫;病院に設置された老人保健施

設の現状と展望, PTジャーナル, 24;219

-223, 1990.

14)大内仁志;老人保健施設の理学療法･

2, PTジャーナル, 237-242, 1990.

15)牧田光代,他;高齢者サービスセンター

における機能訓練:起居･移動動作を中心

に,理学療法, 12:441-445, 1995.

16)金城徳明,他;老人保健施設でのリハビ

リ部門の役割;評価サマリーの使用を通し

て,作業療法, 14: 140-145, 1995.

受付日: 1997年10月14日

受理日: 1997年12月19日


